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答弁者 

質問項目 

令和  年  月  日 

午前・午後  時  分 
受 

付 

No. 

一 般 質 問 通 告 書 

市長・教育長等 

下記の件について、質問いたしたく通告いたします。 

多摩市議会議長 三階 道雄 殿 

１ 物価高騰対策における支援の公平性と給付付き税額控除の導

入について 

２ 多摩市における子育て世代の支援について 

 

    

令和８年２月 16 日 
多摩市議会議員 しらた 満 
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1 物価高騰対策における支援の公平性と給付付き税額控除の導入について  

 

物価高騰は全市民の生活を等しく圧迫しており、行政の支援は全ての市民に公

平に届くべきです。しかし現実には、所得制限や世帯属性により、直接・間接

を問わず受ける恩恵に極めて大きな格差が生じています。事実上、支援の実感

がない方もいるのではないでしょうか。行政が既存の枠組みの整合性を優先す

るあまり、市民の切実な声が「制度の漏れ」として見過ごされているように思

われます。多摩市全職員の知恵をいかに市民一人ひとりの実感に即した公平性

に繋げていくのか、以下、質問いたします。  

 

（1）地方創生臨時交付金の配分実績と「支援が届きにくい層」の特定につい

て 

①過去 3年、市が裁量を持って活用できた「地方創生臨時交付金」等の総額 

に対し、特定の属性（非課税・子育て世帯等）に限定されない「全市民を対

象とした支援」に投じられた予算の割合を伺います。 

 

②直接的給付も、施設利用等を通じた間接的支援も受けていない「層（主に

中間所得層や単身世帯）」の規模を市はどのように数値化し、その生活実態を

分析しているのか伺います。  

 

（2）間接的支援（施設補助等）における受益格差の認識について 

保育園や介護施設等への光熱費等の補助などの「間接支援」は、施設利用者

には届くが、施設を利用しない同世代の市民や在宅介護世帯には一切届かな

い。こうした「受益の濃淡」による不公平をどのように是正し、全市民的な

負担軽減に繋げるお考えがあるのか伺います。  

 

（3）公平な分配を実現する「給付付き税額控除」の視点について 

現行の「対象を絞った給付金」は、事務コストが膨大で、常に「支援の漏

れ」を生む構造的限界にある。所得と資産を正確に把握し、低所得者には給

付、一定以上には減税を行う「給付付き税額控除」の考え方は、多摩市の支

援の不公平感を感じさせない有効な手段となり得ると思います。この仕組み

の導入に向けた研究、および国への政策提言を行うお考えがあるのか伺いま

す。  
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2 多摩市における子育て世代の支援について 

  

（1）多摩市の子育て世代の増加について 

 ①多摩市は子育て世帯の流入が増加傾向にあり、子育て施策で有名な流山 

市をしのぐ子育て施策の充実がみられると言われています。市としての成 

果の理由と課題について、所感を伺います。 

 

  ②新たに市民になられた子育て世帯を裏切らないことが最低でも大切であ 

り、今後さらに充実を図る必要があるとすればどのような点を考えている

か伺います。 

 

 （2）多摩市の子育て世代の食の支援について 

①子育て施策の子どもの食や食育の充実については大変保護者や市民の関

心の高いところです。多摩市の夏休みの学童クラブの給食や学校給食など

に対する保護者の方からの要望などとその対応について伺います。 

 

  ②学校給食センター建替え基本方針に対するパブリックコメントについて

は、説明不足や不安の声も上がっていると思いますが、その内容をどのよ

うに見直しているのか伺います。 

 

  ③今後の学校給食センターの建替えに向けて、どのような案やパターンが

あるのか、また、計画や建替え期間はいつから始まり、何年位を予定して

いるのか伺います。 

 

④学校給食センターの建て替えの予算を出される立場の市長は、市の公式

YouTubeでも給食やそこで使用される磁気食器の重要性について述べられ

ています。今後の建替え期間中の給食について、YouTubeで発信されると

すれば、どのような点を重視し強調するべきと考えているのか伺います。 

 

（3）東京都が令和 8年度予算案に朝の子どもの居場所づくりとして 4 億円を 

計上し、小 1 の壁を打破に踏み出す中、多摩市の対応について伺います。 
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資料要求欄（資料要求がある場合は、以下に記入してください。） 

①地方創生臨時交付金の使途一覧: 令和 4年度から 6年度において、当該交

付金を充当した全事業名、予算額、および各事業の「直接的な対象属性

（例：住民税非課税世帯、18 歳以下の子等）」。 

②保育園、幼稚園、介護施設、学校等の「施設・事業者」に対して支出した 

物価高騰対策費（光熱費補助等）の総額。 

③市内全世帯のうち、上記①（直接給付）および②（施設利用による間接支 

援）のいずれの対象にも含まれない「課税世帯かつ施設非利用者」の推定 

数。 

④給付金事業において、市民への給付額に対し、システム改修や郵送・振込 

等の「事務委託費」に投じられた費用の割合。 

 

 

 

 

 


